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公共事業再評価調書

再評価実施要件

農村整備課

○再評価時総事業費 4,450
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事 業 名

事業種別 農業農村整備事業
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２　評価指標及び項目別評価
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300

 
 本地域は、青森県の北西部に位置する我国有数の水田地帯である。
 基幹的用排水施設の整備を行う国営岩木川左岸地区農業水利事業と一体的に、幹線用水施設の改修と幹線排水施設の機
能回復を行い、用水の安定供給と耕地の汎用化を促進し、稲作経営の合理化と複合経営の確立を図り、地域の農業生産の
向上と農業経営の安定に資するものである。
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　現地の状況を勘案しながら、景観や植生に配慮したブロックの使用や魚類のすみか、避難場所として「魚巣ブロック」
「ワンド水路」を整備することで、生態系の再生・保全にも配慮している。

事業効果
発現状況

問題点・
解決見込み

  経年変化による老朽化が著しいことから、排水路を優先的に整備することとしており、計画どおりに進捗している。
  また、今後は用水路の整備を重点的に行い、用水の安定供給を図ることとしている。

  工事が完了した路線から順次機能を発揮しており、事業効果が十分に発現されている。

説    明

用水路工（     876百万円）

排水路工（   3,216百万円）
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　本事業は老朽化の著しい区間を対象として排水対策を実施することから、現地再調査の結果によって事業量が増
加している。

計　　　画
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（単位：百万円）
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（５） 地域資産保全・向上効果 -             

総 便 益 56,210        

（６） 景観保全効果 -             

（７） 廃用損失額

（４） 生活環境整備効果 1,019         百万円

（２） 農業経営向上効果

（３） 生産基盤保全効果

（１） 農業生産向上効果

総 費 用 54,520        

△ 4
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百万円 5,133 百万円
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（１） 用水路工 5,114         
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（２） 排水路工

（３） 付帯工工
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  農林水産省構造改善局長通達（土地改良事業における経済効果の測定方法）
  費用対効果は、県営岩木川左岸地区、県営岩木川左岸２期及び３期地区の全体で算出している。

社
会
的
評
価

全国・本県に
おける評価

当地区にお
ける評価

 
  施工にあたっては生物の生息環境に配慮した工法を採用するほか、他事業（県土整備部の交通安全事業）と整合を図り
ながら、水路敷地を歩道（通学路）として利用するなど、地域住民の生活環境にも配慮した整備を進めている。

Ｂ

百万円

区  分 主  な  項  目 再評価時

Ａ

 
  本地域は築造後相当の年数が経過した既存施設の老朽化に伴う機能低下に加え、恒常的に水不足が生じて
おり、農業経営の合理化が阻害されてきた。
  本事業は国営農業水利事業などの関連事業と密接に連携しながら行われており、農業用排水路を効率的に
管理するための集中管理施設を整備し、本地域における農業経営の安定化を図ることが必要である。

 
 国の「米政策改革大綱」や県の「青森県米づくり改革計画」の実現を目指し、持続的かつ多様な営農を展
開させるため、国営農業水利事業などの関連事業と密接に連携しながら、本事業を実施している。

増　　減

Ｈ18－1

【県内の評価】

整理番号

Ｃ

（２／３）

（２）　社会経済情勢の変化

地 元 の
推進体制等

【全国の評価】

 
 関係機関で構成する「岩木川左岸地区土地改良事業促進協議会」が組織され、本事業を円滑に推進する体
制が確立している。
（関係機関：つがる市ほか２市１町、西津軽土地改良区ほか６土地改良区）

（３）　費用対効果分析の要因変化

 本県農業は県経済を支える基幹産業であり、本事業は県
が「攻めの農林水産業」で推進しているきれいな水を安定
的に供給する水循環システムづくりに資する事業である。
 さらに、安定的な用水供給を維持する水利施設の保全整
備と適正な維持管理体制を確立するとともに、生態系の再
生・保全及び水質浄化機能の回復等多面的機能の発揮にも
貢献するものである。

 
 本地域における「米政策改革大綱」と「青森県米づくり改革計画」の実現を目指し、持続的かつ多様な営農を展開して
いく必要があることから、関連する国営農業水利事業と一体となった事業効果の早期発現を図るため、地域の生産基盤整
備を積極的に進めることとしている。

 国が平成14年12月3日に公表した「米政策改革大綱」では、
地域の実情にあった産地づくりと担い手の育成などが重要な
施策として位置づけられており、平成17年3月に閣議決定さ
れた「新たな食料・農業・農村基本計画」では、担い手の育
成・確保の契機となる農業生産基盤の整備や、農業水利施設
等の適切な更新・保全管理を効率的・効果的に推進するとさ
れたことから、これらを積極的に推進するためには本事業を
活用した農業用排水の適時供給・適時排除のシステムの確立
が必要不可欠である。

Ｃ

a  ． b 

Ａ

【費用対効果分析における特記事項】

適 時 性

便益項目
（Ｂ）

【費用対効果分析手法】（分析手法、根拠マニュアル等）

（４） 関連事業

（５）

 農業経営向上効果額が減少したものの、効果算出係数の変更に伴って総便益額が増加し、Ｂ／Ｃは向上した。

 関連事業
　 ・国営岩木川左岸地区農業水利事業（農林水産省）
　 ・津軽ダム建設事業（国土交通省）

必 要 性

百万円

a  ． b 

百万円

百万円

百万円

百万円
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百万円
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9,017

9,028
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対応方針（案）どおり委員会意見

中止

○継続

○

○

○

４　公共事業再評価審議委員会意見

代 替 案

コスト縮減

環境影響
への配慮

【地域別環境配慮指針への対応】

 計画の策定に当り、同意徴集を行っている。
 また、事業の実施に当たっては、地元関係者への説
明会や推進協議会を通じて地元ニーズの把握に努
め、合意形成を図りながら進めている。

　①再生砕石等の再生資材を積極的に利用している。
  ②既設水路を仮設土留めとして有効に活用することで、よりコスト縮減に努めている。

【開発事業等における環境配慮指針への対応】

配慮していない

（５）　評価に当たり特に考慮すべき点

　事業計画の樹立に当たっては、地区の設定、ルートの設定、用排水計画等を総合的に検討し、国営農業水
利事業と一体的に計画されていることから、代替案は見当たらない。

Ａ

・ 水路型式の選定に当たっては、経済性の検討の
 ほか、自然環境の保全に配慮した工法を採用する
 ことで、地域環境の保全に努めている。
・ 切土部及び盛土部の法面については在来種の自
 生を促し、自然景観に配慮している。
・ 住宅地内を流れる水路の改修に当たっては、地
 域住民の生活環境等に配慮しながら実施している。

【代替案の検討状況】

【コスト縮減の検討状況】

休止（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

（３／３）

Ｃ

中止

a  ． b 

Ａ Ｂ Ｃ

  計画時点での受益者の同意率は91.8％(同意者5,608
人／資格者6,103人）となっている。
　毎年度当初には受益者と打合せを行っており、その
中で事業の早期完成の意見が多く出されている。

対応方針（案）を修正すべき

○

【住民ニーズ・意見】

配慮していない配慮している

・ 既存の水路敷地を活用することにより、地形の
 改変を極力避け、自然環境や地域環境の保全に努め
 ている。

継続

計画変更

●

（４）　コスト縮減・代替案の検討状況

○● 休止（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）○ 計画変更

評価理由

委員会評価

附帯意見

３　対応方針（事業実施主体案）

地域の立地特性

備    考

　本事業は、農業生産性の向上や農業経営の安定化に果たす役割が大きく、国営農業水利事業と一体的に整備するもので
あり、関係受益者は早期の事業効果発現と一刻も早い完成を望んでいることから、平成２４年度の完成に向けて継続して
事業を実施する。

評価理由

総合評価

a  ． b 

Ｂ

Ｈ18－1整理番号

住民ニーズの
把握状況

【住民ニーズの把握方法】

a  ． b 

 ・過疎地域
 ・野菜指定産地（夏秋トマト、秋冬ねぎ、夏ねぎ）

a  ． b 

（１）対応状況

地域区分 TN4d

（１）対応状況

（２）対応内容 （２）対応内容

配慮している


